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私たちは、地球規模での切実な環境問題に直面する中、限られた資源を大切に使い、環境負荷値を少しでも減らすため、ごみの減量・再資源化が強く求められています。

　本市では、以前から家庭ごみの有料化や集団回収の促進など様々な施策を講じた結果、家庭ごみは順調に減量してまいりましたが、事業ごみの量は、近年横ばい状態です。

豊岡市全体のごみを減量しようとするなら、家庭ごみだけでなく事業ごみも減量していかなければなりません。事業者の皆さんのご協力をお願いいたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 事業所からでるごみは、豊岡市は収集しません。
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事業系ごみは、事業者が責任をもって適正処理しなければならないと法律で定められています。（事業者の排出者責任の原則）
つまり、事業者はごみを排出する場合、正しく分別し、減量・再資源化に努めることはもちろん、排出したごみの処理費用を負担しなければならないということです。

事業所と住居が一緒の方は、生活で出たごみ（家庭ごみ）はごみステーションへ出せますが、事業で出たごみ（事業系ごみ）はごみステーションへは出すことはできません。

しかし、実際は家庭ごみと一緒に出されているケースが多く見られます。市広報、ごみステーション看板などで分別を呼びかけてはいますが、まだ十分ではありません。皆様のご理解とご協力をお願いいたします。　　　　　　　　　　　　　　
　事業系ごみとは？　

　

 事業系ごみの処理は、次のようにしてください。
一般廃棄物

①清掃センター（豊岡市岩井）に持ち込む。
家庭ごみと同じ６種類（燃やすごみ、燃やさないごみ、びん・かん、ペットボトル、紙製容器包装、プラスチック製容器包装）と段ボールの７分別になります。ごみを適正に処理するために、正しい分別を徹底してください。

特に、リサイクルするために分別しているごみ（びん・かん、ペットボトル、紙製容器包装、プラスチック製容器包装、段ボール）の中に異物が入っていたり、汚れたものが入っていると、リサイクルできなくなってしまいます。
※清掃センターに持ち込む場合は、20㎏ごとに処理手数料260円が必要です。
②市が許可した「一般廃棄物収集運搬業許可業者」に委託する。
清掃センターへの持ち込みを委託できるのは、市の許可を受けた「一般廃棄物収集運搬業許可業者」に対してだけです。許可業者への委託には、事業所から出るごみの量や種類に応じて委託料（処理費用＋収集運搬費）が必要になりますので、許可業者とよく相談してください。この場合も上記①と同じく、分別が必要です。
	豊岡市許可業者一覧　(順不同)

	㈲ありこサービス
	53-1525
	全但環境㈱
	23-6901
	㈲仲西商店
	23-3302

	㈲アルミック徳原
	24-8567
	㈲全但物流
	24-9087
	西村建設工業㈱
	23-2020

	エコジロー
	23-9566
	㈱但馬環境
	24-7578
	㈱ニットー
	22-4441

	㈲城崎環境
	32-4139
	丹後北都不動産㈱
	24-1284
	㈲浜上商会
	47-0275

	㈲コスモス環境
	24-7200
	トヨオカクリーンライフ
	24-4478
	㈱マツバラ
	52-5538

	㈲五洋商事
	23-7704
	㈲ナカニシグローバル
	52-0300
	㈲円山ERサービス
	23-7115

	㈲ゴリキ環境開発
	23-3656
	
	
	
	


③リサイクル可能なものは、専門のリサイクル業者に委託する。
清掃センターでは「燃やすごみ」として処理するしか方法がない紙くず・木くず・繊維くず・魚のあら等を収集し、リサイクルしている業者があります。料金も清掃センターに持ち込むより安く抑えられますので、大量に排出する事業者の方はご検討ください。
※詳しくは、生活環境課にお問合せください。
④地区の集団回収を利用する。
地区によっては、自治会や子ども会などが紙類、アルミ缶などの「集団回収」を年に数回行っています。回収品目は限定されていますが、処理費用がかからないうえ、集団回収を実施した団体には市から助成金が支払われますので、地域貢献にもつながります。※実施方法、実施回数、回収品目などは地区によって異なります。各地区とご相談ください。
産業廃棄物

産業廃棄物指定20品目のうち、紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残渣、ガラスくず、陶磁器くずの６品目は豊岡清掃センターで受け入れますが、それ以外の産業廃棄物は、産業廃棄物処理業者などの専門業者に処理を依頼してください。

　




廃棄物の処理及び清掃に関する法律


（第３条第１項）





事業者は、その事業活動に伴い生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。





事業系一般廃棄物


店舗・会社・工場・事務所などの営利を目的とするものだけでなく病院・学校・官公署など、広く公共サービス等を行っているところも含めて、事業活動から出される産業廃棄物以外のごみをいいます。





特別管理産業廃棄物


産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境にかかる被害を生じる恐れがある性状を有するものなどの事です。


特別管理産業廃棄物に該当する廃棄物は、特に厳重な管理の元、処分される必要があります。





産業廃棄物


燃えがら、汚でい、廃油、廃酸、廃プラスチック類などの法令で定められている廃棄物で、２０種類あります。








